第４章　大阪の商業


大阪府は、商人の街として発展し、日本全国の商業・流通の中心地として繁栄してきました。しかし、近年は、グローバル化・ＩＴ化の進展、新たな業態の台頭によって、卸売業や小売業を取り巻く環境は大きく変化し、卸売業、小売業とも事業所数、従業者数が減少傾向にあります。大阪府における年間販売額の全国シェアは、平成３年に卸売業で15.1％、小売業で8.1％ありましたが、平成24年にはそれぞれ12.3％、7.1％へと低下しました。一方で、東京都のシェアは近年上昇傾向にあります。
大阪府の卸売業の業種構成上の特徴は「繊維品卸売業」の割合が高いことです。また、小売業の業態別の特徴は「百貨店」「無店舗販売」、商品販売形態別では「インターネット販売」の割合が高いことです。
ここでは、卸売業、小売業の事業所数や従業者数などについて、これまでの推移を示すとともに、業態別の小売業の事業所数などをとりあげています。

　４－１．卸売業の事業所数・従業者数の推移
	大阪府の卸売業は、事業所数・従業者数ともに減少傾向にあり、平成24年には３万7,627事業所、44万4,230人となりました。全国シェアは低下傾向にありますが、ともに10％を超えています。


[image: image1.emf]卸売業の事業所数・従業者数

（単位：事業所、人、％）

シェア シェア

昭和60年　 45,712 11.1 413,016 536,541 13.4 3,998,437

63 48,943 11.2 436,421 583,367 13.5 4,331,727

平成3年   52,253 11.0 475,983 617,798 12.9 4,772,709

 6  48,012 11.2 429,302 582,934 12.7 4,581,372

 9  42,836 10.9 391,574 532,795 12.8 4,164,685

(11) 45,434 10.7 425,850 550,003 12.2 4,496,210

14 39,476 10.4 379,549 499,810 12.5 4,001,961

(16) 38,041 10.1 375,269 451,637 11.9 3,803,652

19 32,985 9.9 334,799 403,270 11.4 3,526,306

24 37,627 10.1 371,663 444,230 11.6 3,821,535

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第1表」）

 

（注）24年の数値は上記活動調査によるが、19年以前は「商業統計調査」に基づくため、比較にあたっては

　　注意を要する。なお、平成11年商業統計調査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」との同時調査、

    平成16年商業統計調査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」及び「サービス業基本調査」との同時

　　調査で実施しており、いずれも、調査票はそれぞれの調査に共通の簡易な様式による調査となっている。
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４－２．卸売業の年間商品販売額の推移
	卸売業の年間商品販売額は、平成３年をピークに減少傾向にあり、24年に45兆729億円となっています。全国シェアは、大阪府で低下傾向が続く一方で、近年、東京都は上昇傾向にあります。


[image: image2.emf]卸売業の年間商品販売額及び対全国シェアの推移

（単位：百万円、％）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 その他 全国

シェア シェア シェア シェア シェア シェア

昭和60年 68,596,049 16.0 157,242,287 36.8 38,109,155 8.9 16,400,730 3.8 147,402,670 34.5 427,750,891 100.0

63 70,775,901 15.9 151,635,346 34.0 43,527,165 9.7 17,288,506 3.9 163,257,054 36.6 446,483,972 100.0

平成3年  86,669,827 15.1 198,942,640 34.7 56,341,730 9.8 21,469,332 3.7 209,741,169 36.6 573,164,698 100.0

 6  74,780,392 14.5 177,787,893 34.6 48,664,573 9.5 20,814,439 4.0 192,269,566 37.4 514,316,863 100.0

 9  71,965,516 15.0 148,646,211 31.0 50,254,028 10.5 22,475,863 4.7 186,471,677 38.9 479,813,295 100.0

(11) 66,183,718 13.4 185,708,638 37.5 44,039,587 8.9 21,040,195 4.2 178,480,442 36.0 495,452,580 100.0

14 53,414,365 12.9 159,958,252 38.7 33,465,615 8.1 16,811,792 4.1 149,704,807 36.2 413,354,831 100.0

(16) 50,516,986 12.5 160,109,435 39.5 32,944,845 8.1 16,361,216 4.0 145,564,698 35.9 405,497,180 100.0

19 52,009,668 12.6 164,932,421 39.9 35,151,716 8.5 16,770,215 4.1 144,667,651 35.0 413,531,671 100.0

24 45,072,886 12.3 147,024,802 40.2 29,581,114 8.1 13,981,301 3.8 129,820,407 35.5 365,480,510 100.0

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第1表」）



（注）１．24年の数値は上記活動調査によるが、19年以前は「商業統計調査」に基づくため、比較にあたっては注意を

　　　　要する。なお、平成11年商業統計調査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」との同時調査、平成16年商

　　　　業統計調査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」及び「サービス業基本調査」との同時 調査で実施して

　　　　おり、いずれも、調査票はそれぞれの調査に共通の簡易な様式による調査となっている。

　　　２．販売額は、各調査年における前年の４月から調査年の３月までの値。ただし、24年調査は23年１月から12月

        までの値。
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４－３．卸売業の産業中分類別事業所数
	卸売業の事業所数について業種別構成比をみると、「機械器具卸売業」「建築材料，鉱物・金属材料等卸売業」の割合が高くなっています。大阪府は、「繊維・衣服等卸売業」の割合が他府県よりも高いことが特徴です。


[image: image3.emf]卸売業の産業中分類別事業所数

（単位：事業所）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 全国

各種商品卸売業

113 149 83 62 1,423

繊維・衣服等卸売業

3,125 4,005 1,263 729 17,442

飲食料品卸売業

3,715 6,089 3,126 2,399 55,949

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

6,202 7,958 4,683 2,979 64,292

機械器具卸売業

6,441 8,865 5,240 3,407 67,087

その他の卸売業

5,922 9,161 4,210 2,935 60,815

合計

25,518 36,227 18,605 12,511 267,008

（注）管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立

    手数料を除く）のいずれの金額も無い事業所は含まないため、４－１の事業所数とは一致しない。

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第2表」）
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４－４．卸売業の産業中分類別従業者数
	卸売業の従業者数について業種別構成比をみると、「機械器具卸売業」の割合が最も高くなっています。大阪府は、「繊維・衣服等卸売業」の割合が他府県よりも高いことが特徴です。


[image: image4.emf]卸売業の産業中分類別従業者数

（単位：人）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 全国

各種商品卸売業

2,556 23,768 1,170 657 38,438

繊維・衣服等卸売業

42,012 67,270 13,422 7,877 194,334

飲食料品卸売業

46,683 94,697 35,787 26,574 589,611

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

64,229 123,758 43,650 23,912 557,688

機械器具卸売業

87,102 216,785 61,537 30,986 761,779

その他の卸売業

74,732 167,616 41,546 28,689 631,223

合計

317,314 693,894 197,112 118,695 2,773,073

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第2表」）

（注）１．管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料

　　　　を除く）のいずれの金額も無い事業所は含まないため、４－１の従業者数とは一致しない。

　　　２．従業者とは、「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用

　　　　者は含めていない。

0.8 

3.4 

0.6 

0.6 

1.4 

13.2 

9.7 

6.8 

6.6 

7.0 

14.7 

13.6 

18.2 

22.4 

21.3 

20.2 

17.8 

22.1 

20.1 

20.1 

27.4 

31.2 

31.2 

26.1 

27.5 

23.6 

24.2 

21.1 

24.2 

22.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大阪府

東京都

愛知県

福岡県

全国

卸売業の従業者数の業種構成

各種商品卸売業

繊維・衣服等卸売業

飲食料品卸売業

建築材料，鉱物・

金属材料等卸売業

機械器具卸売業

その他の卸売業


４－５．卸売業の産業小分類別年間商品販売額・特化係数
	卸売業の年間商品販売額の特化係数をみると、大阪府は「繊維品」が突出して高くなっています。一方、東京都では「各種商品」、愛知県では「自動車」及び「鉄鋼製品」、福岡県では「家具・建具・じゅう器類等」の特化係数が高いことが特徴です。


[image: image5.emf]卸売業の産業小分類別年間商品販売額

（単位：百万円）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 全国

各種商品卸売業

2,332,322 25,503,257 663,148 316,008 30,070,977

繊維品卸売業

（衣服，身の回り品を除く）

1,116,709 605,120 339,110 14,923 2,536,435

衣服卸売業

1,137,766 2,545,407 322,889 108,235 5,216,979

身の回り品卸売業

587,746 1,227,881 212,899 144,589 3,620,742

農畜産物・水産物卸売業

2,227,943 5,592,352 1,500,552 1,235,831 25,827,249

食料・飲料卸売業

4,620,243 13,028,287 2,835,238 2,279,806 41,229,067

建築材料卸売業

1,807,288 3,329,147 1,133,699 855,405 15,938,393

化学製品卸売業

4,049,559 10,363,293 1,595,073 605,867 20,848,680

石油・鉱物卸売業

2,871,098 12,231,861 2,511,731 1,580,774 27,925,217

鉄鋼製品卸売業

3,672,800 9,067,713 4,087,738 731,256 22,264,956

非鉄金属卸売業

903,246 4,992,140 891,226 192,781 8,728,789

再生資源卸売業

439,838 487,968 352,252 175,489 2,915,462

産業機械器具卸売業

2,738,876 5,945,010 2,643,167 769,183 20,249,574

自動車卸売業

1,024,431 2,208,346 2,205,051 286,137 11,206,178

電気機械器具卸売業

4,926,986 14,242,354 2,808,527 1,244,868 34,931,150

その他の機械器具卸売業

1,148,696 4,223,522 665,292 344,138 10,118,919

家具・建具・じゅう器等卸売業

568,915 1,147,508 325,011 272,501 4,230,301

医薬品・化粧品等卸売業

2,880,094 6,329,456 1,662,354 1,009,156 24,620,210

紙・紙製品卸売業

1,276,049 3,978,434 511,083 300,837 7,444,042

他に分類されない卸売業

2,204,328 6,853,935 1,382,606 825,037 20,514,463

合計

42,534,933

133,902,990

28,648,646 13,292,819

340,437,783

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第2表」）

（注）１．各種商品卸売業は、中分類。

　　　２．管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲

　　　　立手数料を除く）のいずれの金額も無い事業所は含まないため、４－２の年間商品販売額とは一致し

　　　　ない。

　　　３．販売額は、23年１月から12月までの値。


[image: image6.emf]卸売業の年間商品販売額の特化係数（平成24年）

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）」）
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この数値が１を超える(下回る)と、当該業種の構成比が、その都府県において相対的に高く(低く)、特化している(いな

い)ことを示す。
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４－６．卸売業の産業中分類別年間商品販売額
	卸売業の年間商品販売額について業種別構成比をみると、「建築材料，鉱物・金属材料等卸売業」の割合が高くなっています。大阪府は、「繊維・衣服等卸売業」「建築材料，鉱物・金属材料等卸売業」などの割合が全国よりも高いことが特徴です。


[image: image7.emf]卸売業の産業中分類別年間商品販売額

（単位：百万円）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 全国計

各種商品卸売業

2,332,322 25,503,257 663,148 316,008 30,070,977

繊維・衣服等卸売業

2,842,221 4,378,407 874,899 267,748 11,374,156

飲食料品卸売業

6,848,186 18,620,639 4,335,790 3,515,636 67,056,316

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

13,743,829 40,472,122 10,571,718 4,141,571 98,621,497

機械器具卸売業

9,838,988 26,619,232 8,322,038 2,644,326 76,505,821

その他の卸売業

6,929,386 18,309,332 3,881,054 2,407,531 56,809,017

合計

42,534,933 133,902,990 28,648,646 13,292,819 340,437,783

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第2表」）

（注）１．年間商品販売額は、23年の１月から12月までの値。

　　　２．管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数

　　　　料を除く）のいずれの金額も無い事業所は含まないため、４－２の年間商品販売額とは一致しない。
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４－７．小売業の事業所数・従業者数の推移
	大阪府内の小売業の事業所数、従業者数は減少傾向にあり、平成24年には６万7,429事業所、50万328人となっています。全国シェアは低下傾向にあり、それぞれ6.5％、6.8％となっています。


[image: image8.emf]小売業の事業所数・従業者数

（単位：事業所、人、％）

シェア シェア

昭和60年　 117,813 7.2 1,628,644 458,744 7.2 6,328,614

63 116,812 7.2 1,619,752 495,056 7.2 6,851,335

平成3年   112,185 7.1 1,591,223 505,149 7.3 6,936,526

 6  105,587 7.0 1,499,948 520,126 7.0 7,384,177

 9  99,804 7.0 1,419,696 511,480 7.0 7,350,712

(11) 96,946 6.9 1,406,884 558,579 7.0 8,028,558

14 86,644 6.7 1,300,057 549,692 6.9 7,972,805

(16) 82,301 6.6 1,238,049 525,097 6.8 7,762,301

19 74,665 6.6 1,137,859 509,947 6.7 7,579,363

24 67,429 6.5 1,033,358 500,328 6.8 7,403,616

（注）　24年の数値は上記活動調査によるが、19年以前は「商業統計調査」に基づくため、比較にあたっては

　　　注意を要する。なお、平成11年商業統計調査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」との同時調

　　　査、平成16年商業統計調査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」及び「サービス業基本調査」と

　　　の同時 調査で実施しており、いずれも、調査票はそれぞれの調査に共通の簡易な様式による調査となっ

　　　ている。
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４－８．小売業の年間商品販売額の推移
	大阪府内の小売業の年間商品販売額は平成３年をピークに減少傾向にあり、全国シェアも同年8.1％から24年の7.1％へと低下しました。一方、東京都は平成14年以降シェアを高めています。


[image: image9.emf]小売業の年間商品販売額及び対全国シェアの推移

（単位：百万円、％）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 その他 全国

シェア シェア シェア シェア シェア シェア

昭和60年 7,930,954 7.8 12,991,767 12.8 5,766,514 5.7 3,998,295 3.9 71,031,282 69.8 101,718,812 100.0

63 9,197,659 8.0 15,151,824 13.2 6,511,951 5.7 4,171,352 3.6 79,807,141 69.5 114,839,927 100.0

平成3年  11,447,684 8.1 18,862,750 13.4 8,126,556 5.8 5,168,292 3.7 97,032,822 69.0 140,638,104 100.0

 6  10,763,640 7.5 17,554,791 12.2 8,330,521 5.8 5,455,268 3.8 101,220,845 70.6 143,325,065 100.0

 9  10,914,758 7.4 17,916,027 12.1 8,605,120 5.8 5,851,425 4.0 104,455,786 70.7 147,743,116 100.0

(11) 10,418,589 7.2 17,410,377 12.1 8,473,644 5.9 5,608,274 3.9 101,921,667 70.9 143,832,551 100.0

14 9,649,377 7.1 16,746,035 12.4 8,059,876 6.0 5,222,772 3.9 95,431,235 70.6 135,109,295 100.0

(16) 9,579,967 7.2 16,789,065 12.6 7,937,608 6.0 5,328,929 4.0 93,643,062 70.3 133,278,631 100.0

19 9,650,541 7.2 17,278,905 12.8 8,291,533 6.2 5,356,185 4.0 94,128,284 69.9 134,705,448 100.0

24 8,148,780 7.1 15,224,695 13.3 6,967,180 6.1 4,531,868 3.9 79,979,755 69.6 114,852,278 100.0

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第1表」）



（注）１．24年の数値は上記活動調査によるが、19年以前は「商業統計調査」に基づくため、比較にあたっては注意を要す

　　　　る。なお、平成11年商業統計調査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」との同時調査、平成16年商業統計調

　　　　査は、総務省所管の「事業所・企業統計調査」及び「サービス業基本調査」との同時 調査で実施しており、いずれ

　　　　も、調査票はそれぞれの調査に共通の簡易な様式による調査となっている。

　　　２．販売額は、各調査年における前年の４月から調査年の３月までの値。ただし、24年調査は23年１月から12月までの

　　　　値。
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４－９．小売業の業種別年間商品販売額
	小売業の年間商品販売額について業種別構成比をみると、「飲食料品小売業」「その他の小売業」が高いことが特徴です。大阪府は「各種商品小売業」の割合が他府県よりも高いことが特徴です。


[image: image10.emf]小売業の産業中分類別年間商品販売額

（単位：百万円）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 全国

各種商品小売業

1,173,152 1,829,585 762,467 530,355 10,982,204

織物・衣服・身の回り品小売業

584,840 1,177,084 420,086 297,641 7,268,134

飲食料品小売業

2,125,359 3,651,612 1,688,489 1,154,617 31,196,477

機械器具小売業

1,368,008 3,121,234 1,478,064 712,315 19,862,692

その他の小売業

1,935,323 3,282,973 2,074,744 1,271,757 34,526,320

無店舗小売業

703,635 1,381,064 309,040 382,233 6,654,036

合計

7,890,317 14,443,552 6,732,890 4,348,918 110,489,863

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）第2表」）

（注）１．管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を

　　　　除く）のいずれの金額も無い事業所は含まないため、４－８の年間商品販売額とは一致しない。

　　　２．年間商品販売額は、卸売の販売額を含む、23年１月から12月までの値。
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４－10．小売業の業態別年間商品販売額・特化係数
	小売業の年間商品販売額について業態別特化係数をみると、大阪府と東京都は「百貨店」「無店舗販売」が高いことが特徴です。東京都は「家電大型専門店」の特化係数も高くなっています。


[image: image11.emf]小売業の業態別年間商品販売額

（単位：百万円）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 全国

百貨店 804,751 1,352,256 386,628 257,879 5,487,978

総合スーパー 355,312 459,102 364,075 263,708 5,322,537

専門スーパー 1,593,887 2,482,073 1,396,293 826,105 24,088,672

コンビニエンスストア 291,071 727,933 331,752 222,140 5,490,078

広義ドラッグストア 240,529 479,291 257,341 93,662 3,803,587

その他のスーパー 306,195 610,657 188,304 223,071 4,407,643

専門店 2,413,443 4,469,811 2,306,603 1,396,775 35,167,616

家電大型専門店 418,971 1,066,856 345,544 228,115 5,350,099

中心店 837,281 1,659,144 891,531 532,304 15,664,354

その他の小売店 4,395 6,709 5,395 3,402 77,705

無店舗販売 624,483 1,129,721 259,426 301,756 5,629,594

合計 7,890,317 14,443,552 6,732,890 4,348,918 110,489,863

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　業態別統計編（都道府県集計）第5表」）

（注）１．管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所及び小売の商品販売額が無い

　　　　事業所は含まないため、４－８の年間商品販売額とは一致しない。

　　　２．年間商品販売額は、卸売の販売額を含む、23年１月から12月までの値。



○ 百貨店、総合スーパー、専門スーパー：

百貨店と総合スーパーは、衣・食・他にわたる各種商品を小売し、そのいずれも小売販売額の10％以上70％未満の

範囲内にある事業所で、従業者が50人以上の事業所をいう。そのうち、セルフ方式（売り場面積の50％以上について、

セルフ方式を採用している事業所）の業態が総合スーパー、非セルフ方式の業態が百貨店である。

専門スーパーは、衣・食・住関連商品のいずれかの取扱が70％以上で、売り場面積が250㎡以上の業態を指す。

○ コンビニエンスストア：

セルフ方式で、飲食料品を扱っており、売場面積が30㎡以上250㎡未満で、営業時間が14時間以上の小売商店を指す。

○ 広義ドラッグストア：

ドラッグストアは、主として医薬品，化粧品を中心とした健康及び美容に関する各種の商品を中心として、家庭用品、

加工食品などの最寄り品をセルフサービス方式によって小売する事業所をいう。広義ドラッグストアには、医薬品・

化粧品を25％以上取扱い、かつ、主として一般用医薬品及び医療用品を扱っている事業所を含む。

○ その他のスーパー：

総合スーパー、専門スーパー、コンビニエンスストア、広義ドラッグストア以外のセルフ店。

○ 家電大型専門店：

非セルフで、売り場面積が500㎡以上で、機械器具小売業又は電機事務機械器具小売業に格付けされた事業所。

○ 専門店・中心店：

非セルフ方式で、取扱商品のうち衣料品、食料品、住関連の扱いが90％以上である商店をそれぞれの専門店と呼び、

百貨店、専門店、家電大型専門店、無店舗販売以外で、各商品の取扱いが50％以上である商店をそれぞれの中心店と

呼ぶ。

○ その他の小売店：

百貨店、専門店、家電大型専門店、中心店、無店舗販売以外の非セルフ店。

○ 無店舗販売：

訪問販売＋通信・カタログ販売＋インターネット販売＋自動販売機による販売が100％の非セルフ店。


[image: image12.emf]小売業の年間商品販売額の業態別特化係数（平成24年）
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４－11．小売業の商品販売形態別年間商品販売額・特化係数
	小売業の年間商品販売額について商品販売形態別特化係数をみると、大阪府は「インターネット販売」が高くなっています。一方、東京都では「通信・カタログ販売」「インターネット販売」の特化係数が高いことが特徴です。


[image: image13.emf]小売業の商品販売形態別年間商品販売額

（単位：百万円）

大阪府 東京都 愛知県 福岡県 全国計

店頭販売 6,519,910 11,723,882 5,678,276 3,603,069 92,679,370

訪問販売 256,689 774,557 322,375 170,529 5,558,627

通信・カタログ販売 204,625 751,393 95,695 145,795 2,598,169

インターネット販売 285,403 467,792 93,580 65,182 1,831,573

自動販売機による販売 101,268 170,366 76,737 70,681 1,161,503

その他 431,751 449,344 401,159 256,614 5,564,813

小売計 7,799,636 14,337,322 6,667,813 4,311,863 109,393,883

（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県集計）」）

小売業の商品販売形態別年間商品販売額の特化係数（平成24年）

（注）１．管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所及び小売の商品販売額が無い

　　　　事業所は含まないため、４－８の年間商品販売額とは一致しない。

　　　２．年間商品販売額は、23年１月から12月までの値。小売計は、卸売の販売額は含まないため、４－９の合

　　　　計とは一致しない。
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福岡県

特化係数

ある業種において、全国の年間商品販売額の構成比に対する、各都府県の当該業種の年間商品販売額の構成比の比

率。この数値が１を超える(下回る)と、当該業種の構成比が、その都府県において相対的に高く(低く)、特化してい

る(いない)ことを示す。
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